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特定行為に係る看護師の研修制度の関係法律等 
 
保健師助産師看護師法（抄）（昭和 23 年法律第 203 号） 
※ 平成 27 年 10 月 1 日施行の改正内容を反映した条文 
 
第三十七条の二 特定行為を手順書により行う看護師は、指定研修機関において、当

該特定行為の特定行為区分に係る特定行為研修を受けなければならない。 
２ この条、次条及び第四十二条の四において、次の各号に掲げる用語の意義は、当

該各号に定めるところによる。 
一 特定行為 診療の補助であつて、看護師が手順書により行う場合には、実践的な

理解力、思考力及び判断力並びに高度かつ専門的な知識及び技能が特に必要とされ

るものとして厚生労働省令で定めるものをいう。 
二 手順書 医師又は歯科医師が看護師に診療の補助を行わせるためにその指示と

して厚生労働省令で定めるところにより作成する文書又は電磁的記録（電子的方式、

磁気的方式その他人の知覚によつては認識することができない方式で作られる記

録であつて、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。）であつて、

看護師に診療の補助を行わせる患者の病状の範囲及び診療の補助の内容その他の

厚生労働省令で定める事項が定められているものをいう。 
三 特定行為区分 特定行為の区分であつて、厚生労働省令で定めるものをいう。 
四 特定行為研修 看護師が手順書により特定行為を行う場合に特に必要とされる

実践的な理解力、思考力及び判断力並びに高度かつ専門的な知識及び技能の向上を

図るための研修であつて、特定行為区分ごとに厚生労働省令で定める基準に適合す

るものをいう。 
五 指定研修機関 一又は二以上の特定行為区分に係る特定行為研修を行う学校、病

院その他の者であつて、厚生労働大臣が指定するものをいう。 
３ 厚生労働大臣は、前項第一号及び第四号の厚生労働省令を定め、又はこれを変更

しようとするときは、あらかじめ、医道審議会の意見を聴かなければならない。 
 
第三十七条の三 前条第二項第五号の規定による指定（以下この条及び次条において

単に「指定」という。）は、特定行為研修を行おうとする者の申請により行う。 
２ 厚生労働大臣は、前項の申請が、特定行為研修の業務を適正かつ確実に実施する

ために必要なものとして厚生労働省令で定める基準に適合していると認めるときで

なければ、指定をしてはならない。 
３ 厚生労働大臣は、指定研修機関が前項の厚生労働省令で定める基準に適合しなく

なつたと認めるとき、その他の厚生労働省令で定める場合に該当するときは、指定

を取り消すことができる。 
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４ 厚生労働大臣は、指定又は前項の規定による指定の取消しをしようとするときは、

あらかじめ、医道審議会の意見を聴かなければならない。 
 
第三十七条の四 前二条に規定するもののほか、指定に関して必要な事項は、厚生労

働省令で定める。 
 
第四十二条の四 厚生労働大臣は、特定行為研修の業務の適正な実施を確保するため

必要があると認めるときは、指定研修機関に対し、その業務の状況に関し報告させ、

又は当該職員に、指定研修機関に立ち入り、帳簿書類その他の物件を検査させるこ

とができる。 
２ 前項の規定により立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、かつ、

関係人にこれを提示しなければならない。 
３ 第一項の規定による権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはなら

ない。 
 
 
地域における医療および介護の総合的な確保を推進するための関係法律の整備等に関

する法律（抄）（平成 26 年法律第 83 号） 
 
（保健師助産師看護師法の一部改正） 
第八条 保健師助産師看護師法（昭和二十三年法律第二百三号）の一部を次のように 

改正する。 
（略） 

 
附 則 

 
（施行期日） 
第一条 この法律は公布の日又は平成二十六年四月一日のいずれか遅い日から施行す

る。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 
一 …（略）…附則第七条、第十三条ただし書、第十八条、第二十条第一項ただし書、

第二十二条、第二十五条、第二十九条、第三十一条、第六十一条、第六十二条、第

六十四条、第六十七条、第七十一条及び第七十二条の規定 公布の日 
二 （略） 
三 …（略）…附則第五条、第八条第二項及び第四項、第九条から第十二条まで、第

十三条（ただし書を除く。）、第十四条から第十七条まで、第二十八条、第三十条、

第三十二条第一項、第三十三条から第三十九条まで、第四十四条、第四十六条並び

に第四十八条の規定、…（略）… 平成二十七年四月一日 
四 （略） 
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五 …（略）…第八条の規定並びに第二十一条の規定（第三号に掲げる改正規定を除

く。）並びに附則第六条、第二十七条及び第四十一条の規定 平成二十七年十月一

日 
六・七 （略） 

 
（検討） 
第二条 政府は、この法律の公布後必要に応じ、地域における病床の機能の分化及び

連携の推進の状況等を勘案し、更なる病床の機能の分化及び連携の推進の方策につ

いて検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講

ずるものとする。 
２・３ （略） 
４ 政府は、前三項に定める事項のほか、この法律の公布後五年を目途として、この

法律による改正後のそれぞれの法律（以下この項において「改正後の各法律」とい

う。）の施行の状況等を勘案し、改正後の各法律の規定について検討を加え、必要が

あると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講ずるものとする。 
 

（保健師助産師看護師法の一部改正に伴う経過措置） 
第二十七条 附則第一条第五号に掲げる規定の施行の際現に看護師免許を受けている

者及び同号に掲げる規定の施行前に看護師免許の申請を行った者であって同号に掲

げる規定の施行後に看護師免許を受けたものについては、第八条の規定による改正

後の保健師助産師看護師法（次条及び附則第二十九条において「新保助看法」とい

う。）第三十七条の二第一項の規定は、同号に掲げる規定の施行後五年間は、適用し

ない。 
 
第二十八条 新保助看法第三十七条の三第一項の規定による指定を受けようとする者

は、第五号施行日前においても、その申請を行うことができる。 
 
第二十九条 政府は、医師又は歯科医師の指示の下に、新保助看法第三十七条の二第

二項第二号に規定する手順書によらないで行われる同項第一号に規定する特定行為

が看護師により適切に行われるよう、医師、歯科医師、看護師その他の関係者に対

して同項第四号に規定する特定行為研修の制度の趣旨が当該行為を妨げるものでは

ないことの内容の周知その他の必要な措置を講ずるものとする。 
 
 
 
 
 
 



4 
 

地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係法律の整備等に関す

る法律案に対する附帯決議（抄）（平成 26 年 6 月 17 日参議院厚生労働委員会） 
 
政府は、公助、共助、自助が最も適切に組み合わされるよう留意しつつ、社会保障

制度改革を行うとともに、本法の施行に当たり、次の事項について適切な措置を講ず

るべきである。 
一～三 （略） 
四、保健師助産師看護師法の一部改正について 
１ 指定研修機関の基準や研修内容の策定に当たっては、医療安全上必要な医療水準

を確保するため、試行事業等の結果を踏まえ、医師、歯科医師、看護師等関係者の

意見を十分に尊重し、適切な検討を行うとともに、制度実施後は、特定行為の内容

も含め、随時必要な見直しを実施すること。 
２ 特定行為の実施に係る研修制度については、その十分な周知に努めること。また、

医師又は歯科医師の指示の下に診療の補助として医行為を行える新たな職種の創

設等については、関係職種の理解を得つつ検討を行うよう努めること。 
五・六 （略） 


